
1 
 

 
 

令和 7 年 8 月 29 日 

財務省旭川財務事務所 

 

 

令和 6 年度旭川財務事務所管内の地方公共団体に対する 

財政融資資金の貸付状況について 

 
 

 財務局・財務事務所・出張所では、地方公共団体等が学校、病院、道路等の建設や、上・下水道、

廃棄物処理施設等を整備するために必要とする資金に対して、財政融資資金(※)の貸付けを行って

います。 

※財政融資資金とは、国債の一種である財投債の発行により国が金融市場から直接調達し、地方公共団体等が行う 

事業に活用される資金です。 

 

 

1．令和 6 年度の新規貸付額について 

 

旭川財務事務所管内（上川・留萌・宗谷）の新規貸付額は 406 億円となり、前年度に比べ 29 億

円増加（7.8％）しました。 

 

新規貸付額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

希望ある未来へ 地域と歩む 北海道財務局 



2 
 

【注意】単位未満四捨五入のため、合計が一致しない場合がある。 

事業区分別に増減をみると、過疎対策事業が 4 億円、辺地対策事業が 3 億円減少したものの、 

防災・減災・国土強靭化緊急対策事業が 26 億円、学校教育施設等整備事業が 16 億円増加したこと

などから、貸付額全体としては前年度に比べ 29億円増加（7.8％）しました。 

 

 

 

 

 

事業区分別の新規貸付額の割合をみると、過疎対

策事業が 51％と最も多く、新規貸付額の約半分を占

めています。 

当該事業は、過疎団体が実施する病院・診療所や

下水道、教育に関する施設の整備等といった過疎地

域住民の生活に資する建設事業（いわゆるハード事

業）と、子育て支援事業等の建設事業以外（いわゆ

るソフト事業）に大別されます。 

  

次に、辺地の生活文化水準向上を図る施設等の整

備に用いられる辺地対策事業が 10％となっており、

2 事業で全体の約 60％を占めています。 

 

 

増減額
（億円）

増減率
（％）

過 疎 対 策 事 業 208 ▲ 4 ▲ 2.0
過疎地域の持続的発展と住民の生活に資する施設
整備事業並びにソフト事業

辺 地 対 策 事 業 41 ▲ 3 ▲ 7.4
公共的施設に恵まれない辺地の生活文化水準向上
を図る施設等の整備

学 校 教 育 施 設 等 整 備 事 業 34 16 82.6 公立の小中高校、幼稚園及び社会体育施設の整備

防災・減災・国土強靭化緊急対策事業 27 26 26.1倍 河川、農業、電力、空港、通信などのインフラ整備

公 共 事 業 等
（ 一 般 補 助 ・ 港 湾 含 む ）

25 5 27.2 道路・公園・河川・港湾などの整備

臨 時 財 政 対 策 債 21 ▲ 13 ▲ 38.0
税収不足などにより国の財源が不足した際、本来地
方交付税として交付する部分を地方債により貸付け
するもの

病 院 ・ 介 護 サ ー ビ ス 事 業 20 3 19.4
病院・介護施設や職員住宅の建設、医療・介護機器
の整備

水 道 事 業 12 0 0.8 配水管や浄水場、ポンプ場などの整備

そ の 他 18 ▲ 1 ▲ 4.6

　　　　公営住宅建設事業 7 ▲ 3 ▲ 29.7 公営住宅の整備

　　　　下水道事業 6 ▲ 0 ▲ 0.3 下水道管、終末処理場などの整備

　　　　災害復旧事業 4 2 86.9 被災した公共・公用施設の復旧

　　　　一般廃棄物処理事業 2 0 29.0 ごみ・し尿処理施設の整備

合 計 406 29 7.8

事 業 区 分
貸付額
（億円）

対前年度比

主 な 用 途

令和6年度の事業区分別新規貸付額

※構成比は単位未満四捨五入のため、合計しても

100％とはならない場合がある。 

過疎対策事業
51%

辺地対策事業
10%

学校教育施設等整

備事業
9%

防災・減災・国土強

靭化緊急対策事業
7%

公共事業等
6%

臨時財政対策債
5%

病院・介護サービス事業
5%

水道事業
3% その他

4%
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チョウザメ飼育研究施設（美深町） 

浜頓別町国民健康保険病院（浜頓別町） 

過疎対策事業、辺地対策事業の年度別新規貸付額 5 か年推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 6 年度 財政融資資金活用事業 
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過疎対策事業
36%

臨時財政対策債
24%

水道事業
8%

学校教育施設

等整備事業
7%

公共事業等
6%

辺地対策事業
5%

下水道事業
4%

公営住宅建設事業
4%

病院・介護サービス事業
3%

その他
3%

事 業 区 分
貸付残高
（億円）

過 疎 対 策 事 業 1,165

臨 時 財 政 対 策 債 780

水 道 事 業 267

学 校 教 育 施 設 等 整 備 事 業 224

公 共 事 業 等
（ 一 般 補 助 ・ 港 湾 含 む ）

183

辺 地 対 策 事 業 159

下 水 道 事 業 146

公 営 住 宅 建 設 事 業 139

病 院 ・ 介 護 サ ー ビ ス 事 業 106

そ の 他 89

　　　防災・減災・国土強靭化緊急対策事業 40

　　　一般廃棄物処理事業 23

　　　その他 26

合 計 3,259

【注意】単位未満四捨五入のため、合計が一致しない場合がある。

2．令和 6 年度末の貸付残高について 

 

令和 6 年度末における旭川財務事務所管内の貸付残高は 3,259 億円となり、前年度に比べ 20億

円増加（0.6％）しました。 

これは、過去の貸付けに係る回収（償還）額（386 億円）が新規貸付額（406 億円）を下回ったこ

とによるもので、平成 29 年度以来 7 年ぶりの増加となりました。 

貸付残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸付残高を事業区分別にみると、過疎対策事業が 36％、臨時財政対策債が 24％となっており、

全体の 60％を占めています。 

 

令和 6 年度末の事業別貸付残高 
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単位 : 億円、件

新規貸付額

（令和6年度） （件数） （金額）

 旭川市 77 202 660
 留萌市 20 151 135
 稚内市 17 184 190
 富良野市 6 177 111
 士別市 12 269 194
 名寄市 34 325 241

 上富良野町 33 133 110
 中富良野町 1 87 69
 南富良野町 8 118 53
 鷹栖町 1 73 33
 東神楽町 2 87 35
 当麻町 6 103 47
 比布町 4 96 34
 愛別町 3 83 27
 上川町 9 156 71
 幌加内町 5 99 35
 東川町 26 109 98
 美瑛町 9 131 93
 和寒町 3 90 34
 剣淵町 4 108 33
 下川町 2 80 33
 美深町 3 93 39
 音威子府村 1 62 16
 中川町 2 98 34
 増毛町 2 80 26
 小平町 4 93 63
 羽幌町 9 103 52
 苫前町 5 63 44
 初山別村 4 95 26
 遠別町 11 123 57
 天塩町 4 93 43
 幌延町 11 95 31
 豊富町 4 119 43
 猿払村 17 192 70
 浜頓別町 14 99 63
 中頓別町 5 101 46
 枝幸町 10 145 79
 礼文町 2 136 62
 利尻町 6 131 41
 利尻富士町 8 91 51
 占冠村 1 104 23

 留萌南部衛生組合 - 3 5
 富良野広域連合 - 1 0.008
 愛別町外３町塵芥処理組合 - 2 5
 利尻郡清掃施設組合 - 5 3
 大雪清掃組合 - 2 1

 旭川財務事務所　管内計 406 4,990 3,259
 北海道財務局　管内計 2,652 23,966 24,483

 全国計 28,604 292,823 391,876
【注意】単位未満四捨五入のため、合計が一致しない場合がある。

団体名
貸付残高（令和6年度末）

市

町
　
及
　
び
　
村

一

部
事

務
組

合

等

3．管内地方公共団体別の新規貸付額及び貸付残高(令和 6 年度末) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
本資料に関するお問い合わせ先 : 旭川財務事務所財務課 

電話：0166-31-4151 


